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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　製紙機械のプレス部分の使用に適した浸透性のある紙側の面を有し、前記紙側の面に隣
接し、熱可塑性結合剤により結合及び固定された不織布層を有するプレスフェルトを作る
ための方法であって、
　ａ）前記不織布層と前記熱可塑性結合剤とを含む未処理プレスフェルトを作る工程であ
って、前記熱可塑性結合剤は、熱可塑性接着繊維及び／又は複合繊維の熱可塑性接着成分
として、前記不織布層内に分散されて含まれる工程；
　ｂ）前記熱可塑性結合剤の融点を超える温度になるまで、前記未処理プレスフェルトを
加熱する工程；及び
　ｃ）前記熱可塑性結合剤の融点を下回る温度まで前記プレスフェルトを冷却する工程、
により特徴付けられ、
　前記未処理プレスフェルトは、エンドレスに形成され、加熱カレンダーローラーとこれ
と並行に配置された硬化用カレンダーローラーとによって張力をかけられながら運ばれ、
　前記未処理プレスフェルトを、加熱カレンダーローラーを通り抜けるように動かすこと
により加熱して、
　前記硬化用カレンダーローラーと前記加熱カレンダーローラーの間にある平滑な冷却面
によって押付け力を印加されながら加熱された前記プレスフェルトを移動させることによ
り冷却するプレスフェルトを作るための方法。
【請求項２】
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　前記未処理プレスフェルトが十分に加熱硬化できる張力を、加熱中の前記プレスフェル
トに与えることを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項３】
　使用される前記熱可塑性結合剤は、１１０℃よりも高いが熱硬化のために必要な温度よ
りも低い融点を有する素材であることを特徴とする請求項２記載の方法。
【請求項４】
　前記不織布層は、使用される前記熱可塑性繊維の融点が前記熱可塑性結合剤の融点より
も高く、特に少なくとも３０℃以上高いことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項
に記載の方法。
【請求項５】
　前記不織布層は、使用される前記熱可塑性繊維の融点が加熱硬化のために必要な温度以
上であることを特徴とする請求項４記載の方法。
【請求項６】
　前記熱可塑性結合剤は、
　前記熱可塑カプロラクタム(caprolactam)、ラウリンラクタム(laurin lactam)、４から
１２の炭素原子を持つジカルボン酸(dicarboxylic acids with 4-12 C-atoms)、テレフタ
ル酸(terephthalic acid)、イソフタル酸(isophthalic acid)、炭素原子を持つダイマー
酸(dimer acid with C-atoms)、２から１２の炭素原子を持つリニア・アルファ・オメガ
ジアミン(Linear alpha, omega diamines with 2-12 C-atoms）、そして２メチル・ペン
タメチレン・ジアミン(2-methyl pentamethylene diamine)の群(group)のうち、少なくと
も２つの異なったモノマーで構成される共重合アミド(copolyamide)；または、
　ポリアミド１２、ポリアミド１１、ポリアミド６の群のうちいずれかのポリアミド；ま
たは、
　特にポリエチレン、ポリプロピレン、またはポリブチレン等のポリオレフィン；または
、
　ポリアミド、シリコン、ポリウレタン、ポリエステル、またはポリエーテルをベースと
する熱可塑性エラストマ；または、
　共重合エステル(copolyester)
　から選択されることを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　前記不織布層は、特にポリアミド６、ポリアミド４６、ポリアミド６６、ポリアミド１
２、ポリアミド１１、ポリアミド６Ｔ／６６、ポリアミド６Ｔ／６、ポリアミド６Ｔ／６
Ｉ、またはポリアミド１２Ｔの群に含まれるポリアミドから成る熱可塑性溶融スパン式ポ
リマ繊維が使用され、それらの一部は扁平繊維の形状でも良いことを特徴とする請求項１
乃至６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記不織布層には、３０ｄｔｅｘ未満の繊維のみが使用されることを特徴とする請求項
１乃至７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　前記不織布層には、８ｄｔｅｘ未満の繊維のみが使用されることを特徴とする請求項１
乃至７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　融点が低い方の成分を前記熱可塑性結合剤に、融点が高い方の成分を前記不織布層に充
てながら、前述の素材を以下のいずれの組み合わせにも用いることを特徴とする請求項６
乃至９のいずれか１項に記載の方法
　融点が１１０～１８０℃までの領域にある共重合アミドと、ポリアミド６；または、
　　融点が１１０～１８０℃までの領域にある共重合アミドと、ポリアミド６６；または
、
　　ポリアミド６とポリアミド６６；または、
　　ポリアミド１２とポリアミド６；または、
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　　ポリアミド１２とポリアミド６６；または、
　　ポリアミド６とポリアミド６Ｔ／６Ｉ；または、
　　ポリアミド６とポリアミド６Ｔ／６６；または、
　　ポリアミド６とポリアミド６Ｔ／６。
【請求項１１】
　前記熱可塑性結合剤と前記不織布層との重量比としては、５：９５から９５：５までが
選択されることを特徴とする請求項１乃至１０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記熱可塑性結合剤と前記不織布層との重量比としては、１５：８５から３５：６５ま
でが選択されることを特徴とする請求項１乃至１０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記未処理プレスフェルトを作るために、不織布層用の複合繊維を使用し、前記複合繊
維の２種類の成分が、核と外被を構成および／または並列して存在することを特徴とする
請求項１乃至１２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記複合繊維を使用して前記不織布層を作る際、該複合繊維に、更に細かなタイターの
単一成分繊維、および／または扁平繊維を追加して混ぜ込むことを特徴とする請求項１乃
至１３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１５】
　前記未処理プレスフェルトはいくつかの前記不織布層から成り、１層以上の追加不織布
層にも同様に、前記熱可塑性接着繊維及び／又は複合繊維の熱可塑性接着成分として前記
熱可塑性結合剤が含まれていることを特徴とする請求項１乃至１３のいずれか１項に記載
の方法。
【請求項１６】
　前記プレスフェルトの表面に隣接する不織布層の方が、前記１層以上の追加不織布層よ
りも細かなタイターの繊維が使用されていることを特徴とする請求項１５記載の方法。
【請求項１７】
　前記プレスフェルト表面に隣接する不織布層において、当該層内の他の素材に対する前
記熱可塑性結合剤の割合は、他の不織布層の１つにおける割合よりも大きくなるように選
択されていることを特徴とする請求項１５あるいは１６いずれか記載の方法。
【請求項１８】
　前記未処理プレスフェルトには、裏張り布または裏張り層があって、１層またはそれ以
上の不織布層が前記裏張り布または裏張り層に縫い付けられていることを特徴とする請求
項１乃至１７のいずれか１項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、製紙機械のプレス部分に使用するための、最適な層構造を持つプレスフェル
ト(Press Felt)であって、その片面には、熱可塑性素材と結合され固定されている不織布
層から成るカバー層が存在するプレスフェルトに関する。
【０００２】
　本発明はまた、前述のプレスフェルトを生産するための方法と装置にも関する。
【０００３】
　製紙機械においてプレスフェルトは、紙パルプを支持し圧縮工程でパルプの水分を除去
するために使用される。従って、プレスフェルトにとって重要な第一の性質は浸透性であ
る。
【０００４】
　プレスフェルトの特性として２番目に重要なことは、製紙機械で使用している間の寿命
と、それに関連して繊維を損失しない安定性、更に加えて、各特性が使用サイクルの終わ
りまで可能な限り不変の状態に保たれることである。摩耗により、または品質上、あるい



(4) JP 4939399 B2 2012.5.23

10

20

30

40

50

は損傷によりプレスフェルトに交換の必要性が生じると、紙の生産を中止し、製紙機械を
停止させねばならない。
【０００５】
　また、プレスフェルトの表面組織が紙の表面構成をも決定付けることから、プレスフェ
ルトにとって３番目に重要な特性は、表面組織(surface texture)である。プレスフェル
トが滑らかで均一な状態であればあるほど、紙の表面も滑らかで均一になる。
【０００６】
　現代の印刷技術では、滑らかな紙を使う方が良好な印刷結果が得られるため、出来る限
り滑らかな紙に対する需要は確実に増えている。従って、プレスフェルトの表面組織の重
要性はますます高くなって来ている。
【背景技術】
【０００７】
　実用化されている製紙機械用フェルトは主に、ポリアミド6またはポリアミド66の繊維
、つまりモノフィラメント（単繊維）を原料としている。しかし、EP-A 0287297では製紙
機械用フェルトの原料としてポリアミド12の繊維も提案されているほか、EP-A 0372769で
はポリアミド11の繊維も提案されている。
【０００８】
　繊維の固着を強化するため、溶融接着繊維(molten glue fibers)、すなわち他の繊維よ
りも融点が低いポリマ繊維も部分的に使用されている（WO 85/01693）。
【０００９】
　同様に、異なる温度で溶ける複数の成分（components）を持つ繊維、特に複合繊維（bi
component fibers）の使用も知られている。DE 9210235 U1には、製紙機械用フェルトの
製造に適した、熱可塑性スパンボンド(spunbonded)式ポリマ繊維を原料とする不織布が記
載されている。この不織布は、裏張り布と、裏張り布にピンで留められた一層あるいはそ
れ以上の不織布層とで構成されている。
【００１０】
　EP 0741204 A2には、プレスフェルト製作における、核と外被（core and mantle）から
成る複合繊維の使用が記載されている。核と外被から成る複合繊維を選択すれば、表面の
性質やフェルトのすべり具合、復元性および脱水性が根本的に改善されるはずである。
【００１１】
　DE 19803493には、耐摩耗性、すべり具合、復元性および脱水性を向上させるための特
殊な複合繊維が記載されている。さらに、表面の性質も同様に向上することが分かってい
る。
【００１２】
　EP 0741204 A2およびDE 19803493においては、表面の性質改善が明らかになった。しか
しこの場合は基本的に、複合繊維の使用によって繊維をより良く解放（release）するこ
とと、上側の不織布層をより確実に覆うことによって得られた改善である。
【００１３】
　すでに述べた通り、プレスフェルトによって得られる紙表面の均一性はますます重要に
なっている。このため、可能な限り最も均一で精細、かつ滑らかな表面を得ることに開発
の焦点がますます集まって来ている。
【００１４】
この目標を達成するための手段としては例えば、プレスフェルトの最上部にある不織布層
に、非常に精細な繊維や扁平繊維(flat fibers)を使用する方法がある。そのうえでポリ
マコーティングを施す方法も提案され部分的にはすでに実現している。
【００１５】
　EP 0273613には例えば、最初に述べたようなプレスフェルトに熱可塑性の結合剤をコー
ティングとして塗布する方法についての記述がある。コーティング硬化後に研磨すれば、
所望の表面平滑性が得られる。
【００１６】
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　W0 03/091498には基本的に類似したプレスフェルトが記載されているが、この場合は裏
張り布を含むフェルト全体に反応性で架橋結合の可塑性分散液（a reactive, cross-link
ing plastic dispersion）を染み込ませている。硬化または架橋結合の後、前記表面はも
はや熱可塑性的な変形が不可能であり、従って後から研磨すれば所望する表面平滑度が得
られる。研磨に代わる手段を使っても所望の表面平滑度を得られる一部の場合には、前記
の研磨は不要となることもある。前記の代替手段とは、裏張り布や不織布層の繊維の選択
、ポリマ素材を使った処理の程度、そしてそのような処理に使うものとしてのポリマ素材
の選択、である。更に、プレスフェルトを圧延して平滑な表面を得ることもできる。しか
し、良好な表面品質は圧延だけでは得ることができない。必ず圧延後の処理が必要である
。
【特許文献１】EP-A 0287297
【特許文献２】EP-A 0372769
【特許文献３】WO 85/01693
【特許文献４】DE 9210235 U1
【特許文献５】EP 0741204 A2
【特許文献６】DE 19803493
【特許文献７】EP 0741204 A2
【特許文献８】DE 19803493
【特許文献９】EP 0273613
【特許文献１０】W0 03/091498
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　非常に精細な繊維あるいは扁平繊維をプレスフェルト最上部の不織布層に使用しても、
例えば堅牢性や浸透性に関して求められる要件から見て十分に均質で滑らかな表面がどの
ような場合にも得られるわけではないと認識するところから本発明は始まる。コーティン
グ技術とそれに続く研磨または圧延は、製造プロセスにおいてコスト高の追加工程を必然
的に伴うため、不利である。そのうえ、圧延によって達成可能な表面平滑度は、少なくと
も最上部の不織布層における繊維の弾性張力と、それら繊維が圧延後に自力で復旧する傾
向をどの程度有しているかによって大幅に制約される。また、非常に精細な繊維を用いな
ければ良好な結果は期待できない。
【００１８】
　本発明の基調を成す課題は、費用のかかる研磨を行なわなくても可能な限り高い堅牢性
や浸透性を伴って高まるプレスフェルトの均質性と平滑度への要求に応えられる表面を備
えた、上述のようなプレスフェルトを示すことにある。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　この課題は、製紙機械のプレス部分で使用されるプレスフェルトであって、そのいずれ
かの面に不織布層を有し、前記不織布層は熱可塑性結合剤によって隣接する表面に結合、
固定されていて、熱可塑性結合剤の融解温度を超える温度から当該融解温度を下回る温度
まで前記不織布層を冷却する間に、平滑面を用いて前記不織布層の表面に圧力をかけ、同
表面を滑らかにすることを特徴とするプレスフェルトにより、本発明に従って解決される
。
【００２０】
　従って、本発明のプレスフェルトにおける最上部の不織布層は、その温度が熱可塑性結
合剤の融解温度よりも高い間に平滑面によって圧力をかけられる。そのため、熱可塑性結
合剤は溶けている。例えば圧延時の状況とは異なり、最上部の不織布層にかけられる圧力
は、前記不織布層が熱可塑性結合剤の融解温度を下回るところまで冷却され前記熱可塑性
結合剤が凝固してしまうまで平滑な面を使って維持される。従って、上部不織布層の形状
とその表面は、ある特定の状態で凍結してしまったかのようになり、同時に前記不織布層
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表面の平滑度は、圧力をかけるために用いる表面の平滑度によって決定づけられることに
なる。ある程度の太さがあり相対的に耐摩耗性の高い繊維が上部不織布層に含まれていて
も、もはやそれが自然に立ち上がって表面の平滑度が損なわれることはない。
【００２１】
　本発明によるプレスフェルトは、高級品質の紙を製造するという点で効果を発揮し、他
のものにはない非常に均一な品質を得ることができる。
【００２２】
　本発明によるプレスフェルトは特別に滑らかな表面を有し、それに伴って最上部の不織
布層に含まれる繊維が熱可塑性結合剤の中に埋め込まれることになるため、高い堅牢性を
有し、特に繊維の損失に関しては、たとえ非常に細い繊維が使用されている場合であって
も常に繊維を損失しない耐性を備えている。
【００２３】
　好ましくは、本発明によるプレスフェルトには別に追加層として少なくとも１枚の裏張
り布、特に耐荷重性のあるものが備えられている。
【００２４】
　製紙機械用のプレスフェルトでの通例に倣って、本発明によるプレスフェルトは熱で固
着するのが好ましい。熱可塑性結合剤の融点が加熱硬化（heat setting）に必要な温度よ
りも低ければ、また低い方が好ましいが、加熱硬化は表面の平滑化と同じ作業工程におい
て有利に行なうことができる。ただし、製紙機械で使用されることを考慮すると、熱可塑
性結合剤の融点は110℃以上とするべきである。
【００２５】
　不織布層に熱可塑性繊維が含まれていることは、前記繊維が持つ堅牢性という点で有利
であるが、そのように含まれている場合、熱可塑性繊維の融点は熱可塑性結合剤の融点よ
りも高く、特に30℃以上高くすべきであり、それと同時に、好ましくは加熱硬化のために
必要な温度よりも高くするべきである。
【００２６】
また熱可塑性結合剤は、好ましくは：
-　カプロラクタム（caprolactam）、ラウリンラクタム(laurin lactam)、4から12の炭素
原子を持つジカルボン酸 (dicarboxylic acids with 4-12 C-atoms)、テレフタル酸 (ter
ephthalic acid)、イソフタル酸 (isophthalic acid)、炭素原子を持つダイマー酸 (dime
r acid with C-atoms)、2から12の炭素原子を持つリニア・アルファ・オメガジアミン (L
inear alpha, omega diamines with 2-12 C-atoms)、そして2メチル・ペンタメチレン・
ジアミン　(2-methyl pentamethylenc diamine)の群（group）のうち、少なくとも2つの
異なったモノマーで構成される共重合アミド(copolyamide)である。；または、
-　ポリアミド12、ポリアミド11、ポリアミド6の群のうちいずれかのポリアミドである。
；または、
-　ポリオレフィン、特にポリエチレン、ポリプロピレン、またはポリブチレンである。
；または、
-　ポリアミド、シリコン、ポリウレタン、ポリエステル、またはポリエーテルをベース
とする熱可塑性エラストマである。；または、
-　共重合エステル（copolyester）である。
【００２７】
　不織布層は、好ましくは特にポリアミド6、ポリアミド46、ポリアミド66、ポリアミド1
2、ポリアミド11、ポリアミド6T/66、ポリアミド6T/6、ポリアミド6T/6I、またはポリア
ミド12Tの群に含まれるポリアミドから成る熱可塑性スパンボンド(spunbonded)式ポリマ
繊維を含んでいて、それらの一部は扁平繊維の形状であっても良い。
【００２８】
　不織布層に用いられる繊維のタイター(titer)は、30dtex未満、好ましくは更に低い8dt
ex未満とするべきである。
【００２９】
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　以下に述べる好ましい使用法、つまり本発明のプレスフェルトを作る複合繊維（bicomp
onent fibers）の好ましい使用法については、融点が低い方の成分を熱可塑性結合剤に、
また融点が高い方の成分を不織布層に充てながら、前述の素材を以下のうちいずれかの組
み合わせにして用いるのが好ましい。：
-　融点が110～180℃までの領域にある共重合アミドと、ポリアミド6；または、
-　融点が110～180℃までの領域にある共重合アミドと、ポリアミド66；または、
-　ポリアミド6とポリアミド66；または、
-　ポリアミド12とポリアミド6；または、
-　ポリアミド12とポリアミド66；または、
-　ポリアミド6とポリアミド6T/6I；または、
-　ポリアミド6とポリアミド6T/66；または、
-　ポリアミド6とポリアミド6T/6。
【００３０】
　熱可塑性結合剤と不織布層との重量比は、5:95から95:5まで可能であるが、好ましくは
15:85から35:65までの間とする。多くの用途では、25:75付近の値が好ましいと考えられ
る。
【００３１】
　前記重量比を変化させることにより、例えばプレスフェルトの浸透性を所望通りに変え
、調整することが可能である。 
【００３２】
　最上部の不織布層の下側に複数の不織布層を追加して使用することもできる。追加不織
布層は少なくとも１つ以上の層とするのが好ましく、それらは同様に熱可塑性結合剤で固
定される。
【００３３】
　この場合、追加不織布層の繊維の種類を変化させることにより、および/または最上部
の不織布層との比較で繊維と熱可塑性結合剤の分量比を変化させることにより、本発明に
よるプレスフェルトの特性を有利に最適化することができる。
【００３４】
　更に本発明の目的は、上記で述べた性質のプレスフェルトを製造する方法であって、作
業工程を増やすことなく合理的に実施できる製造方法を示すことにある。
【００３５】
　この課題は、以下の各工程を特徴とする方法により、本発明に従って解決される。
-　不織布層と熱可塑性結合剤を含む未処理プレスフェルトを作る工程。この時、熱可塑
性結合剤は、熱可塑性接着繊維という形で、および/または複合繊維の熱可塑性接着成分
という形で、不織布層内に分散されて含まれている。；
-　熱可塑性結合剤の融点を超える温度になるまで、未処理プレスフェルトを加熱する工
程。；そして、
-　加熱後のプレスフェルトに平滑面を用いて圧力をかけながら、熱可塑性結合剤の融点
を下回る温度までプレスフェルトを冷却する工程。
【００３６】
　従って本発明によれば、未処理プレスフェルト（すなわち、少なくとも上記で示した通
りの処理がまだ施されていないもの）で、当初は繊維状になっている熱可塑性結合剤を含
むものを製作する。不織布素材に、平滑化のために必要な加熱を施している間、すでに述
べたように熱可塑性結合剤が溶け、ここで初めて不織布層との結合と固定が起きる。コー
ティング方式の場合に見られるような結合用の素材を不織布層の中に導入する（またはそ
の逆）ための追加作業工程は一切必要ない。いずれにせよ、接着繊維または複合繊維を不
織布層に導入するための追加作業工程は全く不要である。
【００３７】
　上記においてプレスフェルトをそのようなものとして説明した通り、溶けた熱可塑性結
合剤を伴うプレスフェルト最上部の不織布層には、熱可塑性結合剤の融点温度を下回ると
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ころまで前記不織布層が熱可塑性結合剤と共に冷却されている間、平滑面を使って圧力が
かけられる。
【００３８】
　方法としては、未処理プレスフェルトを加熱したロールを通り抜けるように動かして熱
したうえ、続けて冷却用の面を通り抜けるように動かしてプレスフェルトを冷却すれば良
い。
【００３９】
　大部分の用途において、プレスフェルトは加熱硬化させる必要がある。適切な素材が選
択されていると仮定した場合、熱可塑性結合剤、すなわち複合繊維の接着繊維および/ま
たは接着成分の溶解は、すでに述べた通り加熱硬化に伴う溶解として行うことができる。
そうすれば概してそれ以降の作業手順は一切不要となる。通常、加熱硬化には張力も必要
とされるが、この張力の少なくとも一部を有効に活用して表面の平滑化に必要な圧力をか
けることができる。
【００４０】
　製紙機械上では、プレスフェルトは常にエンドレスな形、すなわち継ぎ目の無いフェル
トの形、あるいは縫い合わせたフェルト、すなわち両端を繋いだ回転織布として使用され
るため、加熱カレンダーローラーと、それに対して平行に配置したもうひとつのカレンダ
ーローラーを持つ従来型の加熱硬化用カレンダーを使って、未処理プレスフェルトに張力
をかける（引き伸ばす）方法を採ることができる。これにより複合繊維の接着繊維および
/または接着成分が加熱カレンダーローラー上で溶解し、それと同時に加熱硬化される。
融解した素材を加圧下で平滑な表面により冷却し、それによって結合状態を形成し、後に
固定状態を形成するには、所望される表面を備えた冷却用シューを、２つのカレンダーロ
ーラーの間に配設すれば十分である。特に織布の移動方向に沿って、加熱カレンダーロー
ラーの直後に冷却用シューを配置し、それによって例えば織布を幾分外側に押すようにす
る。上述の冷却装置に代わるレイアウトとして、１つまたはそれ以上の冷却用ローラーを
用いても良い。 
【００４１】
　このような拡張加熱硬化カレンダーもまた、本発明に従ってプレスフェルトを作るため
の装置として本発明のひとつの目的となっている。
【００４２】
　未処理プレスフェルトを作る際、2種類の成分が核と外被を構成して、および/または並
列して存在する複合繊維を不織布層に使用することができる。
【００４３】
　複合繊維を不織布層に使用する場合、該複合繊維に、更に細かなタイターの単一成分繊
維(monocomponent fibers)および/または扁平繊維を追加して混ぜ込むことができる。そ
の他の繊維の割合は最大で95%であるが、好ましくは75%程度を上回らない割合で混合する
。
【００４４】
　別の好ましい実施例によれば、未処理プレスフェルトはいくつかの不織布層で出来てい
る。この場合、熱可塑性結合剤を同様に熱可塑性接着繊維の形で、および/または複合繊
維の熱可塑性接着成分として、１つ以上の追加不織布層に含めることができる。プレスフ
ェルトの表面に隣接する不織布層において、該当層内の他の素材に対する熱可塑性結合剤
の割合は、同様に熱可塑性結合剤を配合した少なくとも１つの層における割合よりも大き
くなるように選択することができる。
【００４５】
　最後に、プレスフェルトでは慣例となっている通り、更に別の裏張り布または裏張り層
を備えることができる。未処理のプレスフェルトを作る際には、そのような裏張り布また
は裏張り層の上に1つまたはそれ以上の不織布層を縫い合わせる。
　以下の項では、サンプルの実施例や比較例を使いながら本発明を更に詳しく説明する。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００４６】
　図１には特別に装備した加熱硬化用カレンダーを示す。これからプレスフェルトとして
製作される未処理プレスフェルト１は、荷重を受けるための裏張り布が外側の面１．１に
備えられ、また接着繊維および/または複合繊維を用いて作られている１層以上の不織布
層が内側の面１．２に縫い合わされていて、エンドレスの織布１として所定の張力が加わ
った状態で加熱カレンダーローラー２と非加熱のカレンダーローラー３を通り抜けて進む
。少なくとも１層以上の不織布層は加熱カレンダーローラー２の表面と接する向きに配置
される。
【００４７】
　加熱カレンダーローラー２の温度と、未処理プレスフェルトの加熱カレンダーローラー
２上での滞留時間は、個々のポリマに合わせて調整される。例えば温度は110から220℃ま
での値に、滞留時間は30秒から120秒の間の値になるよう調整される。伝熱、および未処
理プレスフェルト１の不織布層に圧縮が所望される場合の度合いは、加熱カレンダー２に
接するように１つ、またはそれ以上の加圧ローラー４を追加する方法で強化することがで
きる。
【００４８】
　冷却用シュー５は、プレスフェルト1と加熱カレンダーローラー２の間の出口片（exit 
piece）に配置され、例えば水で冷却（＜15℃）されていて、プレスフェルトが加熱カレ
ンダーローラー２から離れた直後にプレスフェルトの内側表面１．２を冷却するとともに
、当該内側表面に編成された不織布層の表面構造を固定させる。
【００４９】
　冷却は、所望の表面品質を得るために必要である。冷却装置なしでは、不織布層の内部
の応力によりフェルト表面にしわが寄ってしまううえ、不織布構造が再び現れることから
表面の平滑性に悪影響を及ぼすものと考えられる。
【００５０】
　更に、一般的な理解を得るため、この後プレスフェルトが製紙機械上では全く逆に張り
渡される点に言及しておくべきである。すなわち製紙機械上では、平滑化された面１．２
が紙側になり、面１．１がローラー（ガイドロール）側になって動くことになる。 
【実施例１】
【００５１】
　EMS-CHEMIE社（CH-7013 Dornat/Ems、スイス）のEMS-GRILTECH部門製の繊維を使用した
。
【００５２】
　最初の不織布は表面重量150g/m2、PA6成分Aと融解範囲が125～140℃のカプロラクタム
とラウリンラクタム（モノマー比50:50重量%）から成る共重合アミド接着成分Bから成る
、タイター8dtexのBA140型複合繊維、並びにタイター17dtexのTM5000型ポリアミド6繊維
で出来ていた。不織布には、複合接着剤（bicomponent adhesive）部分が20%含まれてい
る。
【００５３】
　タイター8dtexのBA140型複合繊維と、6.7dtexのTM5100型ポリアミド6繊維からは表面重
量100g/m2の不織布が作られ、前記不織布には複合接着繊維(bicomponent adhesive fiber
)部分が30%含まれていた。
【００５４】
　タイター3.3dtexのBA140型複合繊維と、6.7dtexのTM5100型ポリアミド6繊維からは表面
重量100g/m2の不織布が作られ、前記不織布には複合接着繊維部分が50%含まれていた。
【００５５】
　これら3種類の不織布あるいは不織布層が最初に縫い合わされて未処理プレスフェルト
が作られた。未処理プレスフェルト全体は、１枚の裏張り布と、100%PA6繊維で出来た2層
の不織布層、そして上記で述べた3層の不織布層で構成されていた。
【００５６】
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　AからGまで全部で6層から成る未処理プレスフェルトは、以下の通り編成され結合され
た。：
Ａ：底部不織布層：200g/m2、100%PA6繊維、22 dtex、TM5000型
Ｂ：裏張り布：モノフィラメント繊維（単繊維）　650g/m2

Ｃ：底部不織布層：200g/m2、100%PA6 繊維、22 dtex、TM5000
Ｄ：最上部不織布層：20% BA140 (PA6/COPA K/M 50%/50%) 8dtex、80% TM 5000 E: 17dte
x 
Ｆ：最上部不織布層：30% BA140 (PA6/COPA K/M 50%/50%) 8dtex、70% TM 5100 6.7dtex
Ｇ：最上部不織布層：50% BA140 (PA6/COPA K/M 50%/50%) 3.3dtex、50% TM 5100 6.7dte
x
【００５７】
　上記で説明した図1に拠る加熱硬化装置上でこのように製作された未処理プレスフェル
トは、製作後のプレスフェルトの紙側（G層側）から、ライン圧力4kg/cm、加熱カレンダ
ー2上の滞留時間2分で178℃に加熱し、接着剤成分を活性化させた、すなわち接着剤成分
を融解させた。その直後に、同じ面について冷却用シュー５を使い、15℃、滞留時間30秒
で、ライン圧力1kg/cmによる張力をかけながら冷却を行なった。このような処理工程のお
かげでプレスフェルトの紙側の表面を非常に滑らかにすることができた。
【実施例２】
【００５８】
　比較例
　例１と同様だが、冷却をしない。その結果得られたプレスフェルトは本発明によるプレ
スフェルトではなく、表面構造が相対的にかなり粗く平滑性に欠けている。
【００５９】
　前記の例および比較例に準じて様々なパラメータを比較すると下記の測定値一覧表が得
られる。
【００６０】
【表１】

【００６１】
　非接触微小焦点装置(contactless microfocus device)を使ってレリーフ値を測定した
。測定条件は以下の通り。： 
測定点直径：１ミクロン
参照波長：8mm
合計測定長：40 mm
増分単位：5ミクロン
DIN4776に拠り評価
　前記の表では、本発明により、表面のレリーフをおおよそ半分に低減できることが示さ
れている。従って、平滑表面を使った熱可塑性結合剤に対する加圧下での冷却で得られる
作用は大きく、かつ明確に証明可能である。表面の平滑化は浸透性を減じる結果を招くが
、上記の表では浸透性の低減幅は約25%相当に過ぎず、製紙機械上ではこの程度なら十分
に満足できる。
【図面の簡単な説明】
【００６２】
【図１】本発明の製造方法を実施してプレスフェルトを作るための装置を概略的に示す図
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【符号の説明】
【００６３】
１：　　　未処理プレスフェルト
１．１：　未処理プレスフェルトの外側
１．２：　未処理プレスフェルトの内側
２：　　　加熱カレンダーローラー
３：　　　非加熱カレンダーローラー
４：　　　補助加圧ローラー
５：　　　冷却用シュー

【図１】
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